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１．事業指定基準規則要求への対応について 

事業指定基準規則および解釈 分類 

（規則） 
第九条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が 
     発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 
 
 
 
 
（解釈） 
１ 第９条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全機能を有 
  する施設が安全機能を損なわないために必要な重大事故等対処設備への措置を含む。 
 
２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍 
  結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災等をいう。 
 
３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合 
  においても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組合せに遭 
  遇した場合において、自然事象そのものがもたらす環境条件及びその結果として当該施設で生じ得 
  る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されることをいう。 
 
 
 

追加要求事項 
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１．事業指定基準規則要求への対応について 

事業指定基準規則および解釈 分類 

（規則） 
第九条 
２ 安全上重要な施設は、当該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自 
  然現象により当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に    
  考慮したものでなければならない。 
 
 
 
（解釈） 
１ 第９条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全機能を有 
  する施設が安全機能を損なわないために必要な重大事故等対処設備への措置を含む。 
 
４ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、対象となる自然 
  現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。なお、過去の 
  記録、現地調査の結果、最新知見等を参考にして、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳さ 
  せるものとする。 
 
５ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然 
  現象により安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応力を単 
  純に加算することを必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮し 
  て適切に組み合わせた場合をいう。 
 
 
 

追加要求事項 



２．これまでの審査における主な論点 
  （既許可からの変更点） 

新規制基準は、再処理施設安全審査指針（昭和61年２月20日原子力安全
委員会決定。）を踏まえたものであるが、事業指定基準規則第九条及び同
解釈では、想定される自然現象が追加され、また、重大事故等対処設備
への措置及び設計基準事故時の応力の考慮が追加された。 

 

 ２０１５年８月に発生した、落雷に伴う安全上重要な機器の２系統同時機能
喪失に伴う最大雷撃電流の見直し及び再発防止対策について追加した。 

 

以上より、新規制基準に適合するように設計するための方針としては、追
加された想定される自然現象、重大事故等対処設備への措置及び設計基
準事故時の応力の考慮について、事業変更許可申請へ反映している。 

 

外部からの衝撃による損傷の防止（落雷）に関して整理した結果を添付資
料に示す。 
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３．これまでの審査会合からの変更点 

特になし 
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1. 基本方針

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，事業指定基準規則第九条

と再処理施設安全審査指針の比較並びに当該指針を踏まえたこれまでの許

認可実績により，事業指定基準規則第九条において追加された要求事項を

整理する。（第１－１表） 
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第１－１表 事業指定基準規則第九条と再処理施設安全審査指針 比較表（１／３） 

事業指定基準規則 

第九条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
再処理施設安全審査指針 備 考 

１ 安全機能を有する施設は、想定される自然現象（地

震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生し

た場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

（解釈） 

１ 第９条は、設計基準において想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）に対して、安全機能を有

する施設が安全機能を損なわないために必要な重大

事故等対処設備への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷

地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍

結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物

学的事象、森林火災等をいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び

津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合

においても安全機能を損なわないもの」とは、設計

上の考慮を要する自然現象又はその組合せに遭遇し

た場合において、自然事象そのものがもたらす環境

条件及びその結果として当該施設で生じ得る環境条

件において、その設備が有する安全機能が達成され

ることをいう。 

指針1.基本的立地条件 

 事故の誘因を排除し、災害の拡大を防止する観

点から、再処理施設の立地地点及びその周辺にお

ける以下の事象を検討し、安全確保上支障がない

ことを確認すること。 

1. 自然環境

(1)地震、津波、地すべり、陥没、台風、高潮、

洪水、異常寒波、豪雪等の自然現象

(2)地盤、地耐力、断層等の地質及び地形等

(3)風向、風速、降雨量等の気象

(4)河川、地下水等の水象及び水理

（解説） 

1 自然環境及び社会環境について、申請者が行

った文献調査及び現地調査の結果を、建物・構築

物の配置を含む設計の妥当性の判断及び各種の評

価に用いることが適切であることを確認するほ

か、必要に応じ現地調査等を行い、申請者の行っ

た各種の調査結果の確認を行うものとする。 

追加要求事項 
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第１－１表 事業指定基準規則第九条と再処理施設安全審査指針 比較表（２／３） 

事業指定基準規則 

第九条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
再処理施設安全審査指針 備 考 

指針14 地震以外の自然現象に対する考慮 

1 再処理施設における安全上重要な施設は、再

処理施設の立地地点及びその周辺における自然環

境をもとに津波、地すべり、陥没、台風、高潮、

洪水、異常寒波、豪雪等のうち予想されるものを

設計基礎とすること。 

2 これらの設計基礎となる事象は、過去の記録

の信頼性を十分考慮のうえ、少なくともこれを下

回らない苛酷なものであって、妥当とみなされる

ものを選定すること。 

3 過去の記録、現地調査の結果等を参考にして

必要のある場合には、異種の自然現象を重畳して

設計基礎とすること。 

前記のとおり 
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第１－１表 事業指定基準規則第九条と再処理施設安全審査指針 比較表（３／３） 

事業指定基準規則 

第九条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
再処理施設安全審査指針 備 考 

２ 安全上重要な施設は、当該安全上重要な施設に大き

な影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象

により当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したもので

なければならない。 

（解釈） 

１ 第９条は、設計基準において想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）に対して、安全機能を有

する施設が安全機能を損なわないために必要な重大

事故等対処設備への措置を含む。 

４ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象」とは、対象となる自然現

象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて

適切に予想されるものをいう。なお、過去の記録、

現地調査の結果、最新知見等を参考にして、必要の

ある場合には、異種の自然現象を重畳させるものと

する。 

５ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大

きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現

象により安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計

基準事故が発生した場合に生じる応力を単純に加算

することを必ずしも要求するものではなく、それぞ

れの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み

合わせた場合をいう。 

指針14 地震以外の自然現象に対する考慮 

1 再処理施設における安全上重要な施設は、再

処理施設の立地地点及びその周辺における自然環

境をもとに津波、地すべり、陥没、台風、高潮、

洪水、異常寒波、豪雪等のうち予想されるものを

設計基礎とすること。 

2 これらの設計基礎となる事象は、過去の記録

の信頼性を十分考慮のうえ、少なくともこれを下

回らない苛酷なものであって、妥当とみなされる

ものを選定すること。 

3 過去の記録、現地調査の結果等を参考にして

必要のある場合には、異種の自然現象を重畳して

設計基礎とすること。 

追加要求事項 
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1.2 要求事項に対する適合性 

Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 

ロ．再処理施設の一般構造 

  (ａ) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全機能を有する施設は，再処理施設敷地の自然環境を基に想定

される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，

火山の影響，生物学的事象，森林火災等の自然現象（地震及び津波を

除く。）又は地震及び津波を含む組合せに遭遇した場合において，自

然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として当該施設で生

じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とする。 

なお，再処理施設敷地で想定される自然現象のうち，洪水，地滑

りについては，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，安全上重要な施設に対しては，最新の科学的技術的

知見を踏まえ当該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該安全上重要な施設に作用する衝撃

及び設計基準事故時に生ずる応力を，それぞれの因果関係及び時間的

変化を考慮して適切に組み合わせる。 

また，安全機能を有する施設は，再処理施設敷地内又はその周辺

の状況を基に想定される飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，

近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害等のうち再処

理施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。以下，「人為事象」という。）

に対して安全機能を損なわない設計とする。 

なお，再処理施設敷地又はその周辺において想定される人為事象
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のうち，ダムの崩壊，船舶の衝突については，立地的要因により設計

上考慮する必要はない。 

自然現象及び人為事象（故意によるものを除く。）の組み合わせに

ついては，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，火山

の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象が単独で発生し

た場合の影響と比較して，複数の事象が重畳することで影響が増長さ

れる組合せを特定し，その組合せの影響に対しても安全機能を損なわ

ない設計とする。 

ここで，想定される自然現象及び人為事象（故意によるものを除

く。）に対して，安全機能を有する施設が安全機能を損なわないため

に必要な安全機能を有する施設以外の施設又は設備等（重大事故等対

処設備を含む。）への措置を含める。 

  (ｂ)  落雷 

安全機能を有する施設は，想定される落雷に対して安全機能を損

なわない方針とする。また，落雷によってもたらされる影響及び再

処理施設の特徴を考慮し，直撃雷に対する防護対象施設及び間接雷

に対する防護対象施設を選定して耐雷設計を行う。 

その上で，落雷によってその安全機能が損なわれないことを確認

する施設を，全ての安全機能を有する構築物，系統及び機器とする。

落雷に対する防護対象施設としては，安全評価上その機能を期待す

る構築物，系統及び機器を漏れなく抽出する観点から，安全上重要

な構築物，系統及び機器を抽出し，落雷により冷却，水素掃気，火

災･爆発の防止，臨界防止等の安全機能を損なわない設計とする。 

安全上重要な施設以外の防護対象施設は，落雷による損傷を考慮
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して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることによ

り，その安全機能を損なわない設計とする。 

１） 防護対象施設 

再処理施設の建物及び構築物は広範囲に分散して設置されており，

かつ，建屋間には，配管，ケーブルを収納する洞道が設置され，各

施設の監視及び制御を制御建屋で集中的に実施するという特徴を踏

まえ，直撃雷による再処理施設への影響及び間接雷による雷サージ

の影響を考慮して，防護対象施設を選定する。 

直撃雷は外気にさらされた建屋及び屋外施設に影響を及ぼすこと

から，建築基準法又は消防法の適用を受ける施設又は建屋及び安全

上重要な施設を直撃雷に対する防護対象施設として選定する。 

間接雷は，雷サージによって建屋間に電位差を生じさせ，建屋間

で取り合う設備に過電圧による影響を及ぼすことから，建屋間で取

り合う計測制御系統施設，電気設備，放射線監視設備及び火災防護

設備を間接雷に対する防護対象施設として選定する。 

２） 想定する落雷の規模 

防護対象施設のうち安全上重要な施設の耐雷設計においては，再

処理施設が立地する地域の気候，敷地及び敷地周辺で過去に観測さ

れた落雷データを踏まえ，設計上考慮する最大の落雷規模を想定し

た。また，敷地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷規模は，

全国雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ：Ｊａｐａｎｅｓｅ Ｌｉｇ－

ｈｔｎｉｎｇ Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ）の観測記録に
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よると211ｋＡである。ＪＬＤＮによって観測される雷撃電流値の

精度については，夏季雷と冬季雷で違いがあること，ほぼ正確との

見解がある一方で15から20％程度低く算出されるとの見解もあるこ

と及び観測データは過去15年間のものであることを考慮し，観測値

に安全余裕を見込んで，想定する落雷の規模を270ｋＡとする。 

３） 異種の自然現象の重畳及び設計基準事故との組合せ 

落雷と同時に発生することが想定される自然現象については，そ

の衝撃の組合せを適切に考慮する。また，設計基準事故については，

落雷の影響との因果関係及び時間的変化を考慮した上で，その応力

を適切に組み合わせる。 

４） 耐雷設計 

直撃雷に対する耐雷設計として，防護対象施設には，原子力発電

所の耐雷指針（ＪＥＡＧ4608-2007），建築基準法及び消防法に基

づき，日本産業規格に準拠した避雷設備を設置するとともに，避雷

設備を構内接地系と連接することで，接地抵抗の低減及び雷撃に伴

う構内接地系の電位分布の平坦化を図る。 

また，間接雷による雷サージを抑制する設計については，安全上

重要な施設と信号を取り合う設備に関しては，雷撃電流270ｋＡの

落雷に対して安全機能を損なわない設計とする。具体的には，以下

の対策を講ずる。 

ⅰ） 安全上重要な施設とアナログ信号を取り合う計測制御系統施設

に対しては，雷撃電流270ｋＡの落雷による構内接地系の電位上昇

3.0ｋＶを踏まえ，安全機能を損なわないよう，3.0ｋＶ以上の雷
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インパルス絶縁耐力を有する又は絶縁耐力5.0ｋＶ以上の保安器を

信号出力側の建屋と信号入力側の建屋の両方に設置する設計とす

る。 

ⅱ） これに加え，安全上重要な施設とアナログ信号を取り合う計測

制御系統施設については出力信号側にアイソレータを設置し，安

全上重要な警報及びインターロック機能への影響を防止するとと

もに，シールド ケーブルを用いる設計とする。 

ⅲ） 安全上重要な施設とデジタル信号を取り合う計測制御系統施設

及び放射線監視設備については，構内接地系の電位上昇3.0ｋＶを

踏まえ，安全機能を損なわないよう，シールド ケーブルを使用し

た上で両端接地とするか又は光伝送ケーブルを用いる設計とする。 

ⅳ） 電気設備のうち安全上重要な施設については，雷撃電流270ｋＡ

の落雷によって生じる構内接地系の電位上昇に対して安全機能を

損なわないよう，3.0ｋＶ以上の雷インパルス絶縁耐力を有する設

計とする。 
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1.3 規則への適合性 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第九条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象（地震及び津

波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

２ 安全上重要な施設は、当該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼす

おそれがあると想定される自然現象により当該安全上重要な施設に作

用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したもので

なければならない。 

３ 安全機能を有する施設は、工場等内又はその周辺において想定され

る再処理施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であ

って人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を

損なわないものでなければならない。 

＜適合のための設計方針＞ 

第１項及び第２項について 

安全機能を有する施設は，設計基準において想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）に対して再処理施設の安全性を損なわない

設計とする。また，安全上重要な施設は，想定される自然現象により

作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮する。 

16
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(１) 落雷 

再処理施設の設計においては，落雷によってもたらされる影響及び

再処理施設の特徴を考慮し，直撃雷に対する防護対象施設及び間接雷

に対する防護対象施設を選定して耐雷設計を行う。 

安全機能を有する施設について，想定される落雷が発生した場合に

おいても，冷却，水素掃気，火災及び爆発の防止，臨界防止，遮蔽並

びに閉じ込めの機能を維持するために必要な設備を，防護対象施設と

して抽出する方針とし，当該設備が有する安全機能の重要度に応じて，

落雷に対する防護設計を講ずる。 

直撃雷に対する防護対象施設は，「原子力発電所の耐雷指針」（Ｊ

ＥＡＧ4608），建築基準法及び消防法に基づき，日本産業規格に準拠

した避雷設備を設置する設計とするとともに，安全上重要な施設を内

包する建屋及び安全上重要な構築物にも避雷設備を設ける設計とする。

各々の防護対象施設に設置する避雷設備は，構内接地系と連接するこ

とにより，接地抵抗の低減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平

坦化を図る。 

間接雷による雷サージ抑制設計としては，防護対象施設に対する雷

サージの侵入及び伝播経路を考慮し，防護対象施設のうち安全上重要

な施設においては雷撃電流270ｋＡの主排気筒への落雷の影響に対し

て安全機能を損なわない設計とする。そのため，想定雷撃電流によっ

て生じる構内接地系の電位上昇に対して安全機能を損なわないように

配慮した設計とする。 

17
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2. 概要

(イ) 落雷 

原子力規制委員会の定める「再処理施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則（平成25年12月６日原子力規制委員会規則第二十

七号）」第九条において，外部からの衝撃による損傷防止として，

安全機能を有する施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならないとしており，敷地の自然環境を基に想定される自然現

象の一つとして，落雷を挙げている。 

したがって，再処理施設の設計においては，落雷によってもたら

される影響及び再処理施設の特徴を考慮し，直撃雷に対する防護対

象施設及び間接雷に対する防護対象施設を選定して耐雷設計を行う。 

安全機能を有する施設について，想定される落雷が発生した場合

においても，冷却，水素掃気，火災及び爆発の防止，臨界防止，遮

蔽並びに閉じ込めの機能を維持するために必要な設備を，防護対象

施設として抽出する方針とし，当該設備が有する安全機能の重要度

に応じて，落雷に対する防護設計を講ずる。 

18
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3. 環境等

3.1 落雷 

3.1.1 日本における雷日数の地理的分布 

日本における雷日数の地理的分布については，全国の気象官署における

雷日（雷鳴と電光を観測したか，ある程度以上の強度の雷鳴を観測した

日）を基に平均年間雷日数について報告されているものがある
（ １ ）

。これに示

される全国96箇所の観測点における年平均雷日数及び全国約1300箇所の観

測点のデータを基にした年平均雷日数の等値線を第３－１図に示す。 

これによると，北関東，北陸，近畿及び九州北部・南部では落雷が多く，

オホーツク沿岸，北海道東部・内陸部及び三陸沿岸では落雷が少ない。

一方，日本国内で全国規模の落雷の観測を行っているシステムとしては，

全国雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ：Ｊａｐａｎｅｓｅ Ｌｉｇｈｔ－ 

ｎｉｎｇ Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ）がある。ＪＬＤＮは文

献でも精度が確かめられている落雷の観測システムであり
（ ２ ）

，本システムに

て得られた雷統計データ
（ ３ ）

においても，日本における雷日数の地理的分布と

よく一致していることが確認できる。 

【補足説明資料2-2，2-3】 
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3.1.2 再処理施設周辺における落雷の観測データ 

ＪＬＤＮによって観測された落雷データに基づいて青森県周辺の落雷密

度を調査した結果を第３－２図に示す。 

再処理施設の立地地点周辺は，青森県の他の地域と比較しても落雷が少

ない地域であることから，敷地及び敷地周辺において過去に観測された落

雷のデータの調査を行い，落雷に対する設計の基礎とすることとした。 

ＪＬＤＮの観測記録において，敷地及び敷地周辺で観測された雷撃の順

位を第３－１表に，雷撃電流の分布を第３－３図に示す。敷地及び敷地周

辺で過去に観測された落雷の雷撃電流の最大値は211ｋＡである。 

なお，再処理施設の設計の基礎としては，再処理施設の立地地点が属す

る吉野の気候区分Ⅲｂにおける落雷データを用いることも考えられるが，

敷地及び敷地周辺において観測された大きな落雷が夏季雷である一方気候

区分Ⅲｂで観測された大きな落雷は冬季雷であること，一般的に夏季雷よ

りも冬季雷の方が雷撃のエネルギが大きいこと，気候区分Ⅲｂで観測され

た大きな落雷は再処理施設から離れた西側の地域で発生しており冬季雷の

多い日本海側の気候の影響を受けていると考えられることから，気候区分

Ⅲｂと敷地周辺では落雷現象の様相が大きく異なる。したがって，再処理

施設の設計の基礎として敷地及び敷地周辺の観測データを用いることは妥

当と考えられる。 

【補足説明資料2-2，2-3】 
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http://www.franklinjapan.jp/contents/observation/jldn/， 

（参照 2017-04-07）． 

21



3-4 

第３－１表 敷地及び敷地周辺で観測された雷撃の順位 

順位 
雷撃電流 

（kA） 
観測年月日 観測時刻 観測場所（緯度／経度） 

1 211 2000 年 7 月 25 日 15 時 04 分 40.962 141.307 

2 －196 2015 年 8 月 2 日 18 時 52 分 40.959 141.333 

3 －183 2015 年 8 月 2 日 18 時 55 分 40.973 141.339 
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第３－１図 （ａ）年平均雷日数及び（ｂ）年平均雷日数等値線 

（吉田弘．“日本列島における雷日数の地理的分布とその長期的傾向”． 

日本気象学会，2002-4．） 
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第３－２図 青森県の落雷密度マップ 
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第３－３図 敷地及び敷地周辺で観測された落雷の雷撃電流の分布 

25
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4. 安全設計

4.1 落雷に関する設計 

4.1.1 落雷に関する設計方針 

安全機能を有する施設は，想定される落雷に対して安全機能を損なわ

ない方針とする。また，落雷によってもたらされる影響及び再処理施設

の特徴を考慮し，直撃雷に対する防護対象施設及び間接雷に対する防護

対象施設を選定して耐雷設計を行う。 

その上で，落雷によってその安全機能が損なわれないことを確認する

施設を，全ての安全機能を有する構築物，系統及び機器とする。落雷に

対する防護対象施設としては，安全評価上その機能を期待する構築物，

系統及び機器を漏れなく抽出する観点から，安全上重要な構築物，系統

及び機器を抽出し，落雷により冷却，水素掃気，火災･爆発の防止，臨界

防止等の安全機能を損なわない設計とする。 

安全上重要な施設以外の防護対象施設は，落雷による損傷を考慮して

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での

修復を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全

機能を損なわない設計とする。 

4.1.2 防護対象施設 

4.1.2.1 落雷の特徴 

落雷による影響としては，直撃雷による影響及び間接雷による影響が

ある。 

直撃雷は，外気にさらされた建屋及び屋外施設に対して影響を及ぼし，

これらに設置する避雷設備及び送電線から侵入することが考えられる。一

般的に落雷は高い建物及び構築物に対して発生しやすい。 
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間接雷は，建屋及び屋外施設への落雷により，避雷設備を介して雷撃

電流が大地へ拡散及び分流する過程で，雷サージとなって接地系統から侵

入し，屋内に設置される設備に対して影響を及ぼし得る。 

4.1.2.2 耐雷設計上考慮する再処理施設の特徴 

再処理施設の建物及び構築物は，広大な敷地内に分散して配置してい

る。主排気筒は高さが約150ｍであり，再処理施設の他の建物及び構築物

と比べて非常に高く，雷の直撃を受けやすい。雷撃電流の大きな落雷ほど

雷撃距離が長くなるため，高い建物及び構築物に直撃する傾向が強いとい

える。 

また，再処理施設の建屋間には，配管，ダクト及びケーブルを収納す

る洞道が設置され，各施設の監視及び制御は制御建屋で集中的に行う設計

としている。このため，間接雷による雷サージによって各建屋に接地電位

上昇の差が生じることが考えられ，建屋間を取り合う計測制御系統施設等

は過電圧の影響を受けるおそれがある。 

4.1.2.3 直撃雷に対する防護対象施設 

直撃雷は，外気にさらされた建屋及び屋外施設に対して影響を及ぼし得

る。一方，建築基準法，消防法では，建物，構築物及び所定の数量の危険

物を貯蔵する施設に適切な避雷設備を設けることが要求されている。した

がって，外気にさらされた建屋及び屋外施設のうち建築基準法又は消防法

の適用を受けるものを直撃雷に対する防護対象施設とするとともに，安全

上重要な施設は，これらの適用を受けないものであっても，その機能の重

要度の観点から，直撃雷に対する防護対象施設とする。 

直撃雷に対する防護対象施設の選定フローを第４－１図に，直撃雷に対
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する防護対象施設の一覧を第４－１表に示す。 

4.1.2.4 間接雷に対する防護対象施設 

「4.1.2.2 耐雷設計上考慮する再処理施設の特徴」に示すとおり，建

屋間には配管，ダクト及びケーブルを収納する洞道を設置し，各施設の監

視及び制御を制御建屋で集中的に行う設計としていることから，建屋間を

取り合う計測制御系統施設，電気設備，放射線監視設備及び火災防護設備

は，間接雷による雷サージの影響で各建屋に接地電位上昇の差が生じ，過

電圧の影響を受けるおそれがある。したがって，建屋間を取り合う

計測制御系統施設，電気設備，放射線監視設備及び火災防護設備を間接

雷に対する防護対象施設とする。

間接雷に対する防護対象施設の一覧を第４－２表に示す。

4.1.3 耐雷設計 

4.1.3.1 想定する落雷の規模 

防護対象施設のうち建屋間を取り合う安全上重要な計測制御系統施設，

電気設備及び放射線監視設備の耐雷設計においては，敷地及び敷地周辺で

過去に観測された最大のものを参考に落雷の規模を想定する。 

敷地及び敷地周辺で過去に観測された最大の落雷の雷撃電流は，全国

雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ：Ｊａｐａｎｅｓｅ Ｌｉｇｈｔｎｉｎｇ  

Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ）の観測記録によると211ｋＡであ

る。 

ＪＬＤＮによって観測される雷撃電流値の精度については，夏季雷と

冬季雷で違いがあること及びほぼ正確との見解がある一方で15から20％程

度低く算出されるとの見解もあること並びに観測データは過去15年間のも
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のであることを考慮し，観測値に安全余裕を見込んで，想定する落雷の規

模を270ｋＡとする。 

【補足説明資料2-2，2-3】 

4.1.3.2 異種の自然現象の重畳及び設計基準事故との組合せ 

落雷と同時に発生することが想定される自然現象については，その衝

撃の組合せを適切に考慮する。また，設計基準事故については，落雷の

影響との因果関係及び時間的変化を考慮した上で，その応力を適切に組

み合わせる。 

（１） 異種の自然現象の重畳

落雷と同時に発生する可能性がある自然現象としては，竜巻，積雪，

降雹及び降水が考えられる。これらの自然現象の組合せの考え方は，

以下のとおりとする。 

ａ．竜巻 

落雷及び竜巻が同時に発生する場合においても，竜巻による影響は

風荷重，飛来物の衝突荷重及び気圧差による荷重であり，落雷による

雷撃とは影響が異なるため，落雷と竜巻の組合せは考慮しない。 

ｂ．積雪 

落雷と積雪の組合せを想定しても，積雪による影響は建屋及び屋外

施設に対する堆積荷重であり，落雷による雷撃とは影響が異なるため，

落雷と積雪の組合せは考慮しない。 

ｃ．降雹 

落雷と降雹の組合せを考慮しても，降雹の影響は建屋及び屋外施設

に対する衝撃荷重であり，落雷による雷撃とは影響が異なるため，落

雷と降雹の組合せは考慮しない。 
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ｄ．降水 

落雷と降水が同時に発生する場合においても，降水による影響は浸

水であり，落雷による雷撃とは影響が異なるため，落雷と降水の組合

せは考慮しない。 

（２） 設計基準事故時荷重の組合せ 

安全上重要な施設は，想定される落雷に対して安全機能を損なわな

い設計とすることから，落雷の影響との因果関係及び時間的変化を考

慮しても設計基準事故への進展は考えられない。したがって，落雷と

設計基準事故時荷重の組合せは考慮しない。 

4.1.3.3 直撃雷の防止設計 

直撃雷に対する防護対象施設は，「原子力発電所の耐雷指針」（ＪＥ

ＡＧ4608），建築基準法及び消防法に基づき，日本産業規格に準拠した避

雷設備を設置する設計とする。安全上重要な施設を内包する建屋及び安全

上重要な構築物は，建築基準法及び消防法の適用を受けないものであって

も避雷設備を設ける設計とする。各々の防護対象施設に設置する避雷設備

は，構内接地系と連接することにより，接地抵抗の低減及び雷撃に伴う構

内接地系の電位分布の平坦化を図る設計とする。 

避雷設備の設置対象を第４－３表に示す。 

なお，「4.1.2.2 耐雷設計上考慮する再処理施設の特徴」に示すとお

り，落雷は最も高い構築物である主排気筒に発生しやすいため，特に雷撃

電流150ｋＡを超える落雷については，雷撃電流と雷撃距離の関係（Ａｒ

ｍｓｔｒｏｎｇ ＆ Ｗｈｉｔｅｈｅａｄの式）から，第４－２図に示す

とおり主排気筒にて捕捉できる。 

【補足説明資料2-2，2-4，2-5，2-6】 
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4.1.3.4 間接雷による雷サージ抑制設計 

間接雷による雷サージ抑制設計としては，間接雷に対する防護対象施

設への雷サージの侵入及び伝播経路を考慮し，防護対象施設のうち安全

上重要な施設と信号を取り合うものにおいては，雷撃電流270ｋＡの主排

気筒への落雷の影響に対して，安全機能を損なわない設計とする。 

(１) 接地設計 

各接地系の連接による構内接地系の電位分布の平坦化を図り，接地

抵抗値を，最大故障電流による最大接地電位上昇値，歩幅電圧及び歩

幅電圧の制限によって定められる所定の目標値（ＪＩＳ Ａ 4201に

よる標準設計値10Ω）を十分下回る設計とし，３Ω以下とする。 

(２) 雷サージの影響阻止設計 

ａ．計測制御系統施設，放射線監視設備 

防護対象施設のうち安全上重要な施設とアナログ信号を取り合う計

測制御系統施設に対しては， 雷撃電流270ｋＡの落雷による構内接地

系の電位上昇3.0ｋＶを踏まえ，安全機能を損なわないよう，3.0ｋＶ

以上の雷インパルス絶縁耐力を有する又は絶縁耐力5.0ｋＶ以上の保

安器を設置する設計とする。保安器を設置する場合は，信号出力側の

建屋と信号入力側の建屋の両方に設置する。また，出力信号側にアイ

ソレータを設置し，安全上重要な警報及びインターロック機能への影

響を防止するとともに，シールド ケーブルを使用した上で接地する。

防護対象施設のうち安全上重要な施設とデジタル信号を取り合う計測

制御系統施設及び放射線監視設備については，雷撃電流270ｋＡの落

雷による構内接地系の電位上昇3.0ｋＶを踏まえ，安全機能を損なわ

ないよう，シールド ケーブルを使用した上で両端接地とするか又は

光伝送ケーブルを用いる設計とする。 
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ｂ．電気設備 

防護対象施設の電気設備のうち安全上重要な施設については， 雷撃

電流270ｋＡの落雷によって生じる構内接地系の電位上昇に対して安全

機能を損なわないよう，3.0ｋＶ以上の雷インパルス絶縁耐力を有する

設計とする。 

【補足説明資料2-2，2-4，2-5，2-6】 
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第４－１表 直撃雷に対する防護対象施設一覧 

建物及び構築物 
対象 

安 建 消 

使用済燃料輸送容器管理建屋 － ○ － 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○ － 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 － － － 

前処理建屋 ○ ○ － 

分離建屋 ○ ○ ○ 

精製建屋 ○ ○ ○ 

ウラン脱硝建屋 ○ ○ － 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ － － 

ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ － － 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ － － 

高レベル廃液ガラス固化建屋 ○ ○ － 

第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ ○ － 

低レベル廃液処理建屋 － ○ － 

低レベル廃棄物処理建屋 － ○ ○ 

チャンネル ボックス･バーナブル ポイズン処理建屋 ○ ○ － 

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ ○ － 

第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 

第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 

分析建屋 ○ ○ － 

制御建屋 ○ － － 

非常用電源建屋 ○ － ○ 

主排気筒管理建屋 ○ － － 

北換気筒管理建屋 － － － 

緊急時対策所 － － － 

第１保管庫・貯水所 － － － 

第２保管庫・貯水所 － － － 

出入管理建屋 － ○ － 

主排気筒 ○ ○ － 

北換気筒 － ○ － 

低レベル廃棄物処理建屋換気筒 － ○ － 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔 ○ － － 

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 ○ － － 

第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔 ○ － － 

＜凡例＞ 
安： 安全上重要な施設を内包するため対象となるもの 
建： 建築基準法の適用を受けるため対象となるもの 
消： 消防法の適用を受けるため対象となるもの 
○： 防護対象施設に該当するもの
－： 防護対象施設に該当しないもの 
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第４－２表 間接雷に対する防護対象施設一覧 

建物及び構築物 

対象 

建屋間 

取合い 
安重の有無 

使用済燃料輸送容器管理建屋 ○ － 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○ 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 ○ － 

前処理建屋 ○ ○ 

分離建屋 ○ ○ 

精製建屋 ○ ○ 

ウラン脱硝建屋 ○ ○ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ ○ 

ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ － 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ ○ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 ○ ○ 

第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ － 

低レベル廃液処理建屋 ○ － 

低レベル廃棄物処理建屋 ○ － 

チャンネル ボックス･バーナブル ポイズン処理建屋 ○ － 

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ － 

第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 × － 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 ○ － 

第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 × － 

分析建屋 × － 

制御建屋 ○ ○ 

非常用電源建屋 ○ ○ 

主排気筒管理建屋 ○ ○ 

北換気筒管理建屋 ○ － 

緊急時対策所 × － 

第１保管庫・貯水所 × － 

第２保管庫・貯水所 × － 

出入管理建屋 × － 

主排気筒 ○ － 

北換気筒 ○ － 

低レベル廃棄物処理建屋換気筒 ○ － 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔 ○ ○ 

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 ○ － 

第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔 ○ － 
＜凡例＞ 
建屋間取合い 

○： 建屋間を取り合う計測制御系統施設，電気設備，放射線監視設備又は火災防
護設備があるもの 

×： 建屋間を取り合う計測制御系統施設，電気設備，放射線監視設備又は火災防
護設備がないもの 

安重の有無 
○： 防護対象に安全上重要な計測制御系統施設，電気設備又は放射線監視設備が

あるもの 
－： 防護対象に安全上重要な計測制御系統施設，電気設備又は放射線監視設備が

ないもの 
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第４－３表 避雷設備の設置対象一覧 

建物及び構築物 避雷設備 接地網 

使用済燃料輸送容器管理建屋 ○ ○ 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○ 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 × ○ 

前処理建屋 △ ○ 

分離建屋 △ ○ 

精製建屋 ○ ○ 

ウラン脱硝建屋 ○ ○ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ ○ 

ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ ○ 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ ○ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 △ ○ 

第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ ○ 

低レベル廃液処理建屋 ○ ○ 

低レベル廃棄物処理建屋 ○ ○ 

チャンネル ボックス･バーナブル ポイズン処理建屋 ○ ○ 

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ ○ 

第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○ 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○ 

第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○ 

分析建屋 ○ ○ 

制御建屋 ○ ○ 

非常用電源建屋 ○ ○ 

主排気筒管理建屋 △ ○ 

北換気筒管理建屋 × ○ 

緊急時対策所 × ○ 

第１保管庫・貯水所 × ○ 

第２保管庫・貯水所 × ○ 

出入管理建屋 ○ ○ 

主排気筒 ○ ○ 

北換気筒 ○ ○ 

低レベル廃棄物処理建屋換気筒 ○ ○ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔Ａ ○※ ○ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔Ｂ △ ○ 

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ｂ ○※ ○ 

第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔Ａ ○※ ○ 

第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔Ｂ ○※ ○ 
＜凡例＞ 

○： 避雷設備（突針，棟上導体）又は接地網を設置
△： 周辺の避雷設備の保護範囲に入るため，一部又は全部が設置対象外 
×： 避雷設備（突針，棟上導体）又は接地網の設置対象外 

※安全冷却水系冷却塔を覆う竜巻防護対策設備（飛来物防護ネット）に避雷設備を設
置する。 
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第４－１図 直撃雷に対する防護対象施設の選定フロー 

安全機能を有する施設 

 屋外に設置されるか 

  

建築基準法又は 

消防法の適用を 

受けるか 

  安全上重要な施設か 

安全機能を有する施設 

を内包する施設 

対象外防護対象施設 

  
建築基準法又は

消防法の適用を

受けるか

安全上重要な施設 

を内包するか

対象外防護対象施設

例：主排気筒 

  北換気筒 

例：安全冷却水系 

冷却塔

例：分離建屋 例：ウラン･プルトニウム 

混合脱硝建屋

Yes

No 

No
No

No

Yes

Yes

Yes

Yes

No
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※ Ａｒｍｓｔｒｏｎｇ ＆ Ｗｈｉｔｅｈｅａｄの式（ｒ＝6.72×Ｉ0.8，r：雷撃距離，Ｉ：雷撃
電流）より，雷撃電流 150ｋＡの落雷の雷撃距離は約 370ｍとなる。 

第 1.7.12－２図 主排気筒による 150ｋＡの落雷の捕捉範囲の想定 

 

※ Ａｒｍｓｔｒｏｎｇ ＆ Ｗｈｉｔｅｈｅａｄの式（ｒ＝6.72×Ｉ0.8，r：雷撃距離，Ｉ：雷撃
電流）より，雷撃電流 150ｋＡの落雷の雷撃距離は約 370ｍとなる。 

第４－２図 主排気筒による 150ｋＡの落雷の捕捉範囲の想定 

雷撃電流 150ｋＡを想定した落雷の主排気筒による捕捉範囲 
（主排気筒を中心とした半径 370ｍの範囲） 

：間接雷に対する防護対象施設のうち安全上重要な施設に係るもの 
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再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料リスト

資料№ 名称

 補足説明資料2-2 落雷影響評価について 添付３　落雷影響評価について

 補足説明資料2-3 再処理施設主排気筒への年超過率による雷撃電流評価 添付3.1　再処理施設主排気筒への年超過率による雷撃電流評価

 補足説明資料2-4 建屋内重要設備の雷リスク評価 添付3.2　建屋内重要設備の雷リスク評価

 補足説明資料2-5 雷撃電流と落雷箇所の関係について 添付3.3　雷撃電流と落雷箇所の関係について

 補足説明資料2-6 雷撃電流を150ｋAとしていた設計経緯について 新規作成

第９条：外部からの衝撃による損傷の防止（落雷）

再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料
備考（8月提出済みの資料については、資料番号を記載）
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補足説明資料２－２（９条 落雷） 
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２－２ 落雷影響評価について

(１ ) 基本方針

予想される最も過酷と考えられる条件を設計基準として

設定の上，安全機能を有する施設のうち防護対象施設は，落

雷による雷撃電流に対して安全機能を損なわない設計とす

る。

(２ ) 基準雷撃電流値の設定

基準雷撃電流値の設定は，以下のａ．規格・基準類を参照

するとともに，参考としてｂ．観測記録による極値を評価・

確認のうえ設定する。

ａ．規格・基準類

原子力発電所における耐雷設計の規格・基準には電気技術

指針ＪＥＡＧ4608（ 2007）「原子力発電所の耐雷指針」 （ 1）

があり，以下のように規定している。再処理施設もこれに基

づいている。

ａ ）  電力設備の避雷設備の設計について，電力中央研究所

報告Ｔ40（1996）「発変電所および地中送電線の耐雷設

計ガイド｣（ ２ ） を参照している。同ガイドでは，500ｋＶ

発変電所における送電線及び電力設備に対し，150ｋＡを

想定雷撃電流として推奨している。

ｂ ） 建築物等の避雷設備に関して，日本産業規格ＪＩＳ Ａ

4201（ 2003）「建築物等の雷保護」や日本産業規格ＪＩ

Ｓ Ａ 4201（ 1992）「建築物等の避雷設備（避雷針）」
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を参照している。ＪＩＳ Ａ 4201（ 2003）では，保護レ

ベル（Ⅰ～Ⅳ）に応じて雷保護システムを規定している。

ＪＥＡＧ4608（ 2007）では，原子力発電所の危険物施設

に対する保護レベルをＩＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）

「Assessment of the risk of damage due to lightning」

（ ３ ） に基づく選定手法により保護レベルⅣと評価してい

る。一方，消防庁通知 （ ４ ） に基づき，原子力発電所の危

険物施設では保護レベルⅡを採用すると規定している。

日本産業規格ＪＩＳ Ｚ 9290-4（ 2009）「建築物内の電

気及び電子システム」 （ ５ ） においては，最大雷撃電流値

が建築物の保護レベル（Ⅰ～Ⅳ）に応じて定められてい

るが，保護レベルⅡの場合の最大雷撃電流値は，150ｋＡ

と規定されている。

また，ＪＥＡＧ4608（ 2007）において参照しているＩ

ＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）「Assessment of the risk of 

damage due to lightning」においては，確率によりリス

ク評価を行っていることを踏まえ，再処理施設では，年

超過頻度が10 -４ ／年値となる雷撃電流値を観測値から算

出した。雷撃電流の観測記録として，発生した雷放電の

発生時刻・位置を標定し，雷撃電流の大きさを推定でき

る株式会社フランクリンジャパンの運用する全国雷観測

ネットワーク（ＪＬＤＮ ※ ）により観測された落雷デー

タを用いた。補足説明資料２－３より，雷撃頻度解析と

して，再処理施設周辺を中心とした評価地域400ｋｍ ２ に

おいて2000年 1月から2015年 10月にかけて実施された観
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測記録により求めた再処理施設を中心とした標的面積36

ｋｍ ２ の範囲の雷撃密度は0.53回／年・ｋｍ ２ である。ま

た，観測記録により求めた雷撃電流値に対する累積頻度

を使用し算出した結果，再処理施設において落雷の可能

性が最も高い主排気筒に対する年超過頻度が10 -４ ／年値

となる雷撃電流値は約210ｋＡとなる。

※ ＪＬＤＮ（Japan Lightning Detection Network）

落雷時に放出される電磁波を全国に設置された落雷位置

標的システムを用いて落雷位置や雷撃電流の大きさを観

測するネットワーク。全米雷観測ネットワーク（ＮＬＤ

Ｎ：National Lightning Detection Network）と同様の

システム及びネットワーク方式を採用している。

ｂ．観測記録による極値

雷撃電流の観測記録は全国雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ）

により観測された落雷データを用いた。再処理施設敷地面積

を包絡する標的面積36ｋｍ ２ の範囲において2000年１月から

2015年 10月（約15年間）で観測された，最大雷撃電流値は211

ｋＡである。

上記ａ，ｂを踏まえると，再処理施設に対して想定される

雷撃電流が最も大きくなるのはｂの2000年１月から2015年

10月（約15年間）で観測された，最大雷撃電流値は211ｋＡ

であることから，安全上重要な施設の設計にあたってはこれ

を参考に，設計余裕を考慮し，270ｋＡの雷撃電流を想定と
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する。

(３ ) 評価対象施設等の健全性評価

評価対象施設等が，設計基準の雷撃電流値（主排気筒への

270ｋＡの雷撃電流）によって安全機能を損なうことがない

設計であることの評価・確認を実施した。

ａ．建屋

再処理施設等の建築基準法に定められる高さ20ｍを超え

る建築物等には避雷設備を設けている。また，避雷設備の接

地極を構内接地網と接続し接地抵抗を下げる等の対策を実

施しており，影響を受けにくい設計としている。

ｂ．再処理施設等に内包される設備

直撃雷に対しては，ａで記載した雷害対策によって防護さ

れる。雷サージに対しては，建屋に内包される電気・計装設

備が，大地電位上昇により接地系間に生じる電位差や，雷電

流の拡散による誘導電流により計装・制御ケーブル等に生じ

る雷サージ電圧によって，機器が絶縁破壊に至る可能性が有

るが，安全保護回路については，雷サージ電圧の侵入を抑制

するために，絶縁回路の設置，鋼製筺体や金属シールド付信

号ケーブルを採用していることから影響を受けにくい設計

としている。

また，安全上重要な施設は，ＪＥＣ210（ 1981）「低圧制

御回路絶縁試験法・試験電圧標準」（ ６ ） に基づいた耐力を有
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している。再処理施設で実施した雷インパルス試験の結果を

参考に，落雷の可能性が高い主排気筒に設計基準電流270ｋ

Ａが流れた場合の雷サージ電圧を評価した結果，安全上重要

な施設の機能が損なわれないことを確認した。

ｃ．屋外設備

主排気筒については接地を構内接地網に接続し，接地抵抗

を低減しており，影響を受けにくい設計としている。また，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用，再処理設備本体用，

第２非常用ディーゼル発電機用の安全冷却水系における冷

却塔については，別途竜巻対策により設置する防護ネット等

によって遮蔽され，防護ネット等が接地網へと接続されてい

るため，落雷に対して十分保護が出来ているといえる。

(４ ) 参考文献

(１ ) 日本電気協会（2007）：原子力発電所の耐雷指針，電

気技術指針，ＪＥＡＧ4608（ 2007）

(２ ) 電力中央研究所（1996）：発変電所および地中送電線

の耐雷設計ガイド，電力中央研究所報告，Ｔ40 

(３ ) International Electrotechnical Commission 

（ 1995）：Assessment of the risk of damage due to 

lightning，ＩＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）

(４ ) 消防庁（2005）：危険物の規則に関する規則の一部を

改正する省令等の施行について，消防危第14号，平成

17年 1月14日
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(５ ) 日本規格協会（2009）：建築物内の電気及び電子シス

テム，ＪＩＳ Ｚ 9290-4，雷保護第4部，日本産業規

格

(６ ) 電気学会（1981）：低圧制御回路絶縁試験法・試験電

圧標準，ＪＥＣ210，電気規格調査会標準規格
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２－３ 再処理施設主排気筒への年超過率による雷撃電流評価

1. 再処理施設構内への年超過確率による雷撃電流計算

ＪＥＡＧ4608（ 2007）「原子力発電所の耐雷指針」（ １ ） に

基づくＩＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）「Assessment of the risk 

of damage due to lightning」 （ ２ ） の計算手法により主排気

筒への想定落雷数を算出し，再処理施設構内への年超過確率

による雷撃電流計算を実施した。

想定雷撃電流は，過去に再処理施設の敷地で観測された落

雷の最大雷撃電流を参考に，安全余裕を考慮し設定している

が，年超過確率による評価を用いて，他の外部衝撃と同様の

評価を追加で実施する。

2. 計算手法

第２－３－１図に示す再処理施設を中心とした評価地域

400ｋｍ ２ の範囲で観測された落雷観測データ（2000年１月か

ら2015年 10月の期間）を基に再処理施設の範囲における雷撃

数からＩＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）による主排気筒への想定

落雷数Ｎｄ回／年を算出後，主排気筒への年超過頻度10－ ４

／年値となる雷撃電流値を算出する。
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第２－３－１図 評価地域及び標的面積

3. 雷撃対象と想定落雷数

(１ ) 雷撃対象

等価受雷面積 ※ １ が最大となり，安全上重要な設備を内包

する建屋（再処理施設等）の等価受雷面積を包絡する主排気

筒を代表建物として想定し，雷撃頻度を評価する。第２－３

－２図参照。

※１ 等価受雷面積…落雷の収集面積。構造物の高さを３

倍とした水平離隔距離の領域を等価な受雷面積とし
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ている。第２－３－３図参照。

評価対象：主排気筒

第２－３－２図 再処理施設における等価受雷面積
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第２－３－３図 構造物の等価受雷面積

（ＪＥＡＧ4608(2007)「原子力発電所の耐雷指針」）

(２ ) 想定落雷数

再処理施設構内を包絡した標的面積36ｋｍ ２ への2000年

１月から2015年 10月の期間における雷撃数は，再処理施設

落雷観測記録に基づき， 299件である。第２－３－４図に

構内雷撃観測の雷撃回数結果を示す。
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第２－３－４図 構内雷撃観測の雷撃回数結果

（2000年１月から2015年 10月）

再 処 理 施 設 構 内 の 観 測 記 録 を 基 に 落 雷 密 度 Ｎ ｇ 回 ／

年・ｋｍ ２ を算出する。ＩＥＣ62858（ 2015）「Lightning 

density based on lightning location systems （ LLS）

-General principles」 (３ )においては，落雷密度Ｎｇと雷

撃密度Ｎｓｇの関係については，下式とされている。

Ｎｓｇ=２Ｎｇ

Ｎｓｇ：単位時間及び単位面積当たりの対地雷撃数

Ｎｇ  ：単位時間及び単位面積当たりの対地落雷数。落

雷は通常，複数の雷撃からなり，これらの一連

の 現 象 を ま と め て 落 雷 と し て 取 り 扱 わ れ て い

る。

したがって，落雷密度Ｎｇは，

Ｎｓｇ＝
299回

36ｋ ｍ
2×

1

15.75年
＝0.53（回/年・ｋｍ ２ ）
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Ｎｇ＝
Ｎ ｓ ｇ

2
＝

0.53

2
＝0.27（回/年・ｋｍ ２ ）

となる。

上記により算出した 再処理施設 構内 の観測記録による

落雷密度の妥当性を確認するため，①年間雷雨日数分布図

※ ２ 及び②標的面積20ｋｍ四方での観測記録から算出した

落雷密度との比較を行った。

① 年間雷雨日数分布図

従来より電力設備の耐雷設計において標準的に用い

られている第２－３－５図に示す昭和 29年度から昭和

38年度の 10年間の雷雨日数統計結果である年間雷雨日

数分布図 ※ ２ より落雷密度を算出し，観測時期の違いに

より落雷密度が有意に変わらないことを確認する。

年間雷雨日数分布図と落雷密度Ｎｇの関係について

は，下式とされている。したがって，年間雷雨日数分

布図から算出される落雷密度は，

Ｎｇ＝0.1×ＩＫＬ＝0.1×６＝0.6回 /年・ｋｍ ２

となり，再処理施設構内の観測記録の方が，十分低い

値となっている。

② 標的面積20ｋｍ四方での観測記録

年間雷雨日数分布図と同等の標的面積となる再処理

施設を中心とした20ｋｍ四方における2000年 1月から

2015年 10月の期間における観測記録から落雷密度を算

出し，標的面積の違いにより落雷密度が有意に変わら

ないことを確認する。
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Ｎｓｇ＝
3121回

400ｋ ｍ
2×

1

15.75年
＝0.5（回/年・ｋｍ ２ ）

Ｎｇ＝
Ｎ ｓ ｇ

2
＝

0.5

2
＝0.25（回/年・ｋｍ ２ ）

となり，再処理施設構内の観測記録を基に算出した落

雷密度とほぼ同じ値となる。

したがって，①年間雷雨日数分布図及び②標的面積

20ｋｍ四方での観測記録から算出する落雷密度につい

ては同等であり，雷活動に対し有意な経年変化はなく，

再処理施設構内での観測記録を耐雷設計として適用す

ることは妥当である。

以上から，雷活動に対し有意な経年変化や標的面積

による違いはないことを確認した。年超過頻度 10 -４ ／

年値の設定にあっては，雷撃密度から落雷密度の換算

において，想定雷撃数は多いほど安全側評価となるこ

とから，1/2とはせずに保守性を確保する。

Ｎｇ＝
299回

36ｋ ｍ
2×

1

15.75年
＝0.53（回/年・ｋｍ ２ ）

※２ ＩＫＬマップ（Isokeraunic Level Map）。気象庁

と電力中央研究所と共同して観測結果をもとに作

成されたもの。従来より耐雷設計では雷撃密度Ｎ

ｇは当該年間雷雨日数分布図を用いられてきた。
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第２－３－５図 年間雷雨日数分布図

（昭和29年度から昭和38年度の10年間平均）

主排気筒の等価受雷面積Ａｅを算出する。

主排気筒：5.15ｍ（Ｌ）×5.15ｍ（Ｗ）×150ｍ（Ｈ）

Ａｅ＝Ｌ×Ｗ＋６Ｈ×（Ｌ＋Ｗ）＋９π×Ｈ ２

＝ 5.15×5.15＋ 6×150×（ 5.15＋ 5.15）＋９×π×

150２

＝650000（ｍ ２ ）＝0.65（ｋｍ ２ ）

となる。

構造物の設置された環境条件により定まる環境係数 Ｃ

ｅは，第２－３－１表より1.0とする。

再処理施設周辺は 6 
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第２－３－１表 環境係数Ｃｅ

環境条件 Ｃｅの値

同じ様な高さ，又は塔や森林の様に高い建設群

や樹木のある広い範囲に位置する建物

0.2 

小さな建物群に囲まれた建物 0.5 

建物の高さの３倍の範囲に建物がない独立した

建物

1.0 

丘の上や塚の上に位置する建物 2.0 

（ＪＥＡＧ4608(2007)「原子力発電所の耐雷指針」）

以上より，想定落雷数Ｎｄ回／年を算出する。

Ｎｄ＝Ｎｇ×Ａｅ×Ｃｅ＝0.53×0.65×1.0=0.35（回／年） 

上記より，主排気筒への年間雷撃数は0.35回／年と算出

される。

以上を考慮すると，再現期間をｙとして主排気筒への雷

撃数Ｎｔは以下のようになる。

Ｎｔ＝Ｎｄ×ｙ

これらの雷撃について，発生する電流最大値を雷撃電流

分布での確率Ｐ＝1／（Ｎｔ）の点で評価する。雷撃電流

分布に関しては，株式会社フランクリンジャパンの運用す

る全国雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ）により観測された

落雷データに基づき評価する（第２－３－６図）。なお，

再現期間は10４ 年とする。 

Ｎｔ＝0.35×10 4＝3500回

確率Ｐｏ＝１／(3500)に対する電流値は約210ｋＡとな
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る。

第２－３－６図

全国雷観測ネットワーク（ＪＬＤＮ）観測の電流分布

4. まとめ

本評価によって得られた，年超過頻度10 -４ ／年値となる想

定最大雷撃電流210ｋＡは，過去に再処理施設の敷地で観測

された落雷の最大雷撃電流211ｋＡと同等である。

5. 参考文献

(１ ) 日本電気協会（2007）：原子力発電所の耐雷指針，電

気技術指針，ＪＥＡＧ4608（ 2007）

(２ ) International Electrotechnical Commission（ 1995）： 

Assessment of the risk of damage due to lightning，

ＩＥＣ／ＴＳ61662（ 1995）

(３ ) International Electrotechnical Commission（ 2015）： 

Lightning density based on lightning location 

約 0.0286％ (Po) 

約 210ｋＡ
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systems（ LLS）-General principles，ＩＥＣ62858（ 2015） 
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２－４ 建屋内重要設備の雷リスク評価

1. 評価概要

設備の落雷に対する耐力の定量的な評価方法については，既

往の文献等や最新の知見を踏まえ，可能な限り現実的かつ網羅

的な評価を実施する。

2. 雷サージ評価対象設備

主排気筒に落雷し，大地に安全に雷電流が逃された場合でも，

大地電位上昇により接地系間に生じる電位差や，雷電流の拡散

による誘導電流により，計装・制御ケーブル等に生じる雷サー

ジ電圧 ※ １ によって，機器が絶縁破壊に至る可能性が有る。 

※１ ＪＥＡＧ4608-2007 において，原子力発電所の構内接

地系に雷サージ（電流）が流入すると，屋外に布設さ

れた計測制御ケーブルに雷サージに起因する雷サージ

電圧が発生するが，その発生機構については大別して

次の３つが考えられるとされている。

ｉ ）  雷サージが構内接地系に流入すると流入点付近の

接地電位が上昇し，構内接地系の電位分布が動揺す

る。このため，ケーブルの一端の電位が接地電位の

動揺に応じて変動し他端にこれが進行する。

ⅱ ）  雷サージが埋設接地線に流れると，埋設接地線と

ケーブルとの間の相互サージインピーダンスと自己

インピーダンスにより決定される誘導電圧が発生し

伝播する。

ⅲ ） 大地面とケーブルとの静電結合により大地面電位
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変動がケーブルの両端へ伝播される。

そこで，安全上重要な施設に発生する雷サージ電圧により，

安全上重要な施設が損傷するリスクを評価する。

なお，安全上重要な施設以外の施設については，落雷による

損傷があったとしても安全上重要な施設に波及することは無

く，安全上重要な施設の機能は維持されることから本評価対象

から除外した。

3. 建屋内の安全上重要な施設の雷リスク評価

3.1 評価方針

3.1.1 想定する落雷

想定する落雷は，設計基準として設定した，主排気筒への270

ｋＡの雷撃電流とする。

3.1.2 評価方法

落雷時に安全上重要な施設に加わる雷サージ電圧を推定す

る際に，過去に再処理施設において実施した雷インパルス試験

の結果 （ １ ） を使用する。 

雷インパルス試験では，雷電流波形を模擬した電流（約600

Ａ）を主排気筒に雷インパルス発生装置（以下「ＩＧ」という。）

を用いて印加し，計装制御回路の過電圧の測定を行った。第２

－４－１図に構内配置，ＩＧ設置位置のイメージ及び試験に用

いた雷インパルスの発生回路図を示す。

第２－４－１表に雷インパルス試験及び270ｋＡ落雷時の換
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算値を示す。雷サージ電圧の換算値は雷インパルス試験の結果

を保守的に比例関係 ※ ２ にあるとして外挿し算出した。実際に

は雷撃電流値が大きくなるほど，土中放電効果（雷サージ電圧

が低下する）の影響が大きくなるため，これは保守的な評価と

なる。この結果と，機器の雷サージ耐電圧値を比較し落雷によ

る影響がないことを確認する。

※２ ケーブルの雷サージ電圧は，布設される近傍接地系に

流入した雷サージ進行波による電磁界，電位動揺によ

り発生し伝播する。この電磁界，電位動揺を支配する

ものは，接地系へ流入する雷サージの時間的変化（ｄ

ｉ/ｄｔ）であり，雷サージ波形の波頭峻度がその最も

大きな要因となる。波頭峻度は，波高値によって決ま

り，波高値が高いほど高くなる。したがって，ケーブ

ルの雷サージ電圧は，雷撃電流波頭峻度を支配してい

る波高値に概略比例して大きくなるものと考えられる。 

また，落雷による施設への影響として，雷サージ以外にもノ

イズの影響が考えられるが，ノイズにより設備自体が損傷する

ことは無く，安全上重要な施設の機能は維持されることから本

評価対象から除外した。
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第２－４－１図 雷インパルス試験

第２－４－１表 雷インパルス測定試験結果

測定点
ケーブ

ル種類

正規化誘導電圧値

（Ｖ/Ａ）

270ｋＡ換算値

（ｋＶ）

発点側 着点側 発点側 着点側

制御建屋

の制御盤
電源 － 1.83 － 2.48 

3.1.3 雷サージ耐電圧値

(１ ) 電源回路・制御回路

ＪＥＣ210（ 1981）「低圧制御回路絶縁試験法・試験電圧

標準」 （ ２ ） において安全上重要な施設に要求される電源回

路・制御回路の雷インパルス試験電圧の３ｋＶを用いる。

(２ ) 安全上重要な計装回路

個別機器に対して耐電圧値を明確に定めた基準は無いが，

先のトラブルを踏まえ設置した，保安器の絶縁耐力５ｋＶを

用いる。
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3.2 評価結果

3.2.1 影響評価

(１ ) 電源回路・制御回路（第２－４－２表参照）

270ｋＡ落雷時サージ電圧として，第２－４－１表の最大

値である2.48ｋＶを用いる。3.1.3 より電源回路・制御回路

の耐電圧は３ｋＶであるため，安全上重要な施設の機能が損

なわれることはない。

(２ ) 安全上重要な計装回路

270ｋＡ落雷時を考慮しても安全上重要な施設の機能が損

なわれることはない。

第２－４－２表 評価結果

評価対象設備
雷サージ電

圧（ｋＶ）

雷サージ

耐電圧

（ｋＶ）

評価

電源回路・

制御回路

再処理

建屋内
2.48 3.0 影響なし

安全上重要

な計装回路

再処理

建屋内
2.48 5.0 影響なし

3.3 まとめ

以上の結果から，設計基準雷撃電流値270ｋＡの落雷に対し

て，再処理施設における安全上重要な施設の機能が損なわれな

いことを確認した。
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２－５ 雷撃電流と落雷箇所の関係について

1. 概要

再処理施設の敷地内で最も高い構築物は，主排気筒（高さ

150ｍ）であり，大規模な雷の大部分は，主排気筒により捕

捉できるものと考えられる。

これは，雷撃電流と雷撃距離の関係から，雷撃電流が大き

くなる程，雷撃距離が長くなるためであり，上空で発生した

大規模な雷が高層建築物へ落雷しやすいことからもわかる

とおり，Armstrong & Whiteheadの式（r＝6.72×I0.8）を例

に算出すると以下のとおりとなる。（出典：「日本電設工業

協会 外部雷保護システムの設計・施工実務」）

第２－５－１表 想定雷撃電流と雷撃距離の関係

想定雷撃電流 雷撃距離

200ｋＡ 約465ｍ

150ｋＡ 約370ｍ

100ｋＡ 約267ｍ

70ｋＡ 約200ｍ

50ｋＡ 約153ｍ

30ｋＡ 約102ｍ

20ｋＡ 約73ｍ

10ｋＡ 約42ｍ
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２ . 評価

この結果を用いて，最も高い主排気筒を中心に考えた場合，

中心から約 465ｍ～ 370ｍ程度離れた範囲の 200ｋ Ａ ～ 150ｋ

Ａ相当の雷撃については，主排気筒への落雷が支配的となる

が，70ｋＡ相当の雷撃になると，主排気筒周辺の建築物に落

雷する可能性も十分考慮する必要がある。

第２－５－１図 想定雷撃範囲イメージ

● 雷撃電流70ｋＡの落雷による電位上昇εの評価結果は

ε＝Ｖｅ×Ｉｉ×μ×η から

ε70ｋＡ＝ 1.83Ｖ /Ａ×70ｋＡ×0.01×0.5＝ 0.65（ｋＶ）

Ｖｅ：正規化誘導電圧値（主排気筒：1.83V/A）※１

μ：接地網からケーブルへのサージ電圧移行率（0.01）※１

:200ｋＡ,約 465ｍ

:150ｋＡ,約 370ｍ

: 70ｋＡ,約 200ｍ
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η：シールド効果（0.5）※２

※１ 構内接地系統の接地抵抗値をモデルとした再処理施設

雷サージ解析による

※２ 先行発電プラントにおける雷インパルス試験から評価

再処理施設では，安全上重要な計測制御設備に対し，270

ｋＡの雷撃電流を想定した電位上昇（約３ｋＶ）に耐える設

計としており，Ａ２，Ａ３に落雷があった場合でも270ｋＡ

に包含される。
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２－６ 雷撃電流を 150ｋＡとしていた設計経緯について

１．これまでの耐雷設計の基本方針

再処理施設の耐雷設計は，設計管理基準として，「耐雷設計

基準」および「接地基準」を定め，「原子力発電所の耐雷指針

（1998年）」（以下「ＪＥＡＧ4608(1998)」という）及び「建

築物等の避雷設備（避雷針）」（以下「ＪＩＳ Ａ 4201(1992)」

という）に準拠した避雷設備の設置と雷サージ対策を行ってい

る。

ＪＥＡＧ4608(1998)では，解説において，具体的な設計は，

電力中央研究所報告（Ｔ40）「発変電所および地中送電線の耐

雷設計ガイド」（平成７年12月）（以下「Ｔ40」とする。）に

よるとしており，Ｔ40では，過酷な雷過電圧が発生するのは，

発変電所近傍で発生する逆フラッシオーバ時であり，雷撃を想

定する区間は第一鉄塔１基を含む経間で十分とされている。ま

た，雷撃電流については，送電線の公称電圧に応じた想定雷撃

電流が設定されている。

なお，ＪＩＳ Ａ 4201(1992)は，2003年に「建築物等の雷保

護」（以下「ＪＩＳ Ａ 4201(2003)」という）として改正され，

ＪＥＡＧ4608(1998)は，ＪＩＳ Ａ 4201(2003)を引用する形で，

2007年に「原子力発電所の耐雷指針（2007年）」（以下「ＪＥ

ＡＧ4608(2007)」という）として改正されているが，建設省告

示（Ｈ12.5.31 第 1425号  Ｈ17.7.4改正）により，建築物の避

雷設備の構造方法は，ＪＩＳ Ａ 4201(2003)に規定する外部雷

保護システムに適合する構造とすること，およびＪＩＳ Ａ

4201(1992)に適合する構造の避雷設備はＪＩＳ Ａ
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4201(2003)に規定する外部雷保護システムに適合するものと

みなせるとされ，旧ＪＩＳの避雷設備は新ＪＩＳの外部雷保護

システムに適合するとされている。

ただし，国土交通省補足により，同一の建築物，工作物に対

してＪＩＳ Ａ 4201(2003)とＪＩＳ Ａ 4201(1992)を組み合

わせて使用することはできないとされていることから，既に完

成している建物については，ＪＩＳ Ａ 4201(1992)に準拠する

ものとし，ＪＥＡＧ4608についてもＪＥＡＧ4608(1998)に基づ

いた設計として評価している。
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２．従来の想定雷撃電流

Ｔ40において，公称電圧に対し想定している雷撃電流は，下

表第２－６－１表のとおり。

第２－６－１表 想定雷撃電流

公称電圧 想定雷撃電流 想定区間

500ｋＶ 150ｋＡ 150ｍ 原子力施設

275ｋＶ 100ｋＡ 150ｍ

220ｋＶ 80ｋＡ 150ｍ

187ｋＶ 80ｋＡ 150ｍ

154ｋＶ 60ｋＡ 150ｍ 再処理施設

110ｋＶ 60ｋＡ 150ｍ

77ｋＶ 40ｋＡ又は30ｋＡ 150ｍ

66ｋＶ 40ｋＡ又は30ｋＡ 150ｍ

再処理施設が連携している電力系統は，公称電圧が154ｋＶ

である鷹架線（１号，２号）であり，Ｔ40によると，想定雷撃

電流は60ｋＡとなる。しかし，施設の重要性から，500ｋＶ送

受電を行っている原子力施設と同等とみなし，想定雷撃電流を

150ｋＡと設定し耐雷設計を行っている。また，開閉所につい

ては，Ｔ40を踏襲し，60ｋＡにより耐雷設計を行っている。

83



補 2-6-4 

３．ＪＥＡＧ4608(2007)に対する考え方

ＪＥＡＧ4608(2007)における避雷設備は，雷直撃の防止の中

で，電力設備の避雷設備と建築物等の避雷設備に大別され，そ

のうち，建築物等の避雷設備については，一般建築物の避雷設

備と危険物施設の避雷設備に分けられており，それぞれに対し，

解説が記されている。

電力設備の避雷設備は，これまでのＪＥＡＧ4608(1998)と同

様に，具体的な設計はＴ40によるとされている。

一方，建築物等の避雷設備については，ＪＩＳ Ａ

4201(2003)又はＪＩＳ Ａ 4201(1992)に基づく避雷設備とさ

れ，そのうち，ＪＩＳ Ａ 4201(2003)の場合，保護レベルⅠ～

Ⅳの４段階のいずれかを任意に決定できるとしている。

第２－６－２表 保護レベルと保護効率

保護レベル 保護効率 最大雷撃電流 最小雷撃電流 雷撃距離

Ⅰ 98％ 200ｋＡ 2.9ｋＡ 20ｍ

Ⅱ 95％ 150ｋＡ 5.4ｋＡ 30ｍ

Ⅲ 90％ 100ｋＡ 10.1ｋＡ 45ｍ

Ⅳ 80％ 100ｋＡ 15.7ｋＡ 60ｍ

ＪＥＡＧ4608(2007)では，危険物施設の避雷設備について，

一定容量以上の危険物施設には保護レベルⅠに基づいた避雷

設備（ただし，保護効率を考慮した場合，保護レベルはⅡとで

きる）とし，さらに危険物施設を考慮した際の原子力発電所の

危険物施設における避雷設備の保護レベルについては保護レ
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ベルⅣと評価している。

４．ＪＥＡＧ4608(1998)の想定雷撃電流に対する保護レベル

これまでのＪＥＡＧ4608(1998)に基づく想定雷撃電流150ｋ

Ａは，ＪＩＳ Ａ 4201(2003)において，保護レベルⅡの最大雷

撃電流150ｋＡに相当し，保護効率95％の避雷設備を設けるこ

ととなるが，ＪＥＡＧ4608(2007)では，ＩＥＣ/ＴＳ

61662:1995「 Assessment of damage due to lightning」によ

る保護レベルの選定について計算例が補足説明として掲載さ

れており，この手法を用いて保護レベルを評価する。

評価にあたっては，以下の条件を基とし，等価受雷面積は安

全上重要な施設への落雷を想定し，建屋単独で面積の大きい精

製建屋のほか，隣接する建屋を考慮して等価受雷面積を選定す

る。

第２－６－３表 前提条件の比較

再処理施設 ＪＥＡＧ4608(2007) 

落雷日数 ６日 38日

保護効率 保護レベルⅣ（80％） 保護レベルⅣ（80％） 

接地抵抗
３Ω

（設計値）

100Ω－ｍ

（大地固有抵抗値）

最大許容落

雷頻度
Ra＝10 - 3 Ra＝ 10 - 3 
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第２－６－４表 建屋規模の比較

建屋名称 再処理施設
ＪＥＡＧ

4608(2007) 

精製建屋 71.9ｍ ×92.9ｍ ×29.5ｍ

60ｍ ×60ｍ ×75ｍ

使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，使用済燃料受入

れ・貯蔵管理建屋  

121.5ｍ ×112.75ｍ ×22.9ｍ

制御建屋，出入管理建屋，

分析建屋，見学者ホール

148ｍ ×87.7ｍ ×28.2ｍ

前処理建屋 86.8ｍ ×69.2ｍ ×40.1ｍ

分離建屋 88.6ｍ ×65.2ｍ ×31.8ｍ

高レベル廃液ガラス固化

建屋  
89.5ｍ ×62.8ｍ ×32.9ｍ
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再処理施設における各建屋の評価は，第２－６－５表に示す

とおりとなり，保護レベルⅣの保護効率80％で十分な構築物で

あることを確認した。

第２－６－５表

保護レベルⅣとした場合の年間の雷撃による損害の発生確率

建屋名称
年間の雷撃による損害の発生確率

【最大許容落雷頻度：0.00100】 

精製建屋 0.00049 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，使

用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋
0.00050 

制御建屋，出入管理建屋，分析建

屋，見学者ホール
0.00062 

前処理建屋，分離建屋，高レベル

廃液ガラス固化建屋
0.00098 
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